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千葉県
農村地域産業導入基本計画の
策定について

令和７年（２０２５年）４月

農林水産部 農地・農村振興課

概要資料
資料３
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農村地域への産業導入を促し、農業従
事者が導入される産業に就業するための
措置を講ずるとともに、農地の集団化な
ど農業構造の改善を促進するための措置
を講ずることで、農業と導入産業の均衡
ある発展と雇用構造の高度化に資する。

└正式名称：農村地域への産業の導入の促進等に関する法律（平成２９年７月法改正）

農村産業法の目的
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法制定（改正）の経緯

１ 農村地域工業等導入促進法（旧農工法）
農業と工業の均衡ある発展を図るとの要請から、
農村地域への工業等５業種の導入促進を目的に制定。

└工業、道路貨物運送業、倉庫業及びこん包業及び卸売業

２ 農村地域への産業の導入の促進等に関する法律
（農村産業法）に改称

対象業種を工業等５業種に限定せず、サービス業等
にも拡大

平成２９年７月 法改正

（千葉県農村地域工業等導入基本計画 ※最終改正Ｈ９）
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農村産業法の概要（全般）

【対象地域】
農業振興地域、振興山村、過疎地域を含む市町村
（三大都市圏の市町村及び人口20万人以上の市等を除く。）

【手続き】

【支援措置（例）】

┌主務大臣：農林水産大臣、経済産業大臣、
厚生労働大臣 〇参考：地域未来投資促進法
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農村産業法の概要（対象地域）

29市町村
（うち、策定済11市町村）

銚子市、館山市、茂原市、
東金市、旭市、勝浦市、鴨川市、
八街市、南房総市、匝瑳市、香取市、
山武市、いすみ市、神崎町、多古町、
東庄町、大網白里市、九十九里町、
芝山町、横芝光町、一宮町、睦沢町、
長生村、白子町、長柄町、長南町、
大多喜町、御宿町、鋸南町

首都圏近郊整備地帯に
属する市町村

農村地域に属する市町村

※旧法に基づく実施計画
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農村産業法に基づく県の基本計画につい
ては、これまで県内の市町村において同法
のスキーム活用の意向がなかったことから
策定してこなかったが、複数の市町村から
活用意向が示されたため、旧法に基づく現
基本計画を改定することとした。

県基本計画改定の目的

※旧農工法に基づく基本計画の効果は存続
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県基本計画には、

①産業導入の目標

②導入産業への農業従事者の就業目標

③農業構造の改善目標

④産業用地と農用地等との利用方針

などを記載することとしている。

県基本計画の内容
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主な改正内容（導入産業の業種選定の考え方）

旧農工法における工業等５業種限定を撤廃し、
導入業種は県が策定する基本計画に定められた業種の選定の考え方を踏まえ、
具体的には市町村の実施計画にて定める。
【選定の考え方】

・農業と導入産業の均衡ある発展
・地域社会との調和
・無公害・環境保全
・地域資源を活用した産業導入・農業と導入産業の相互補完
・導入産業に農業用施設で営む農業も含むこと

┌工業、道路貨物運送業、倉庫業及びこん包業及び卸売業

⇒地域の農業と導入産業は相互に補完し合い、そのいずれもが発展するような、

地域に賦存する資源を活用する地域内発型産業や、農村地域での立地ニーズのある産業

で、例えば、食料品製造業、農産物加工施設、農産物販売所、農家レストラン、農泊施設、

ワイナリー等は望ましい。

※雇用創出効果に対し過大な用地を要する事業（例：データセンター、大規模商業施設

等）は望ましくない。
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【参考】農村産業法活用事例 ┌地域資源を活用した商品製造を行っている
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主な改正内容（産業導入地区の設定等の考え方）

産業導入地区の区域は、市町村が実施計画において地番単位で定める。
なお、その際の留意事項は以下のとおり。

①千葉県農業振興地域整備基本方針に即すること

②各種の土地利用計画との整合性を図ること

③特定の地域で県が推進する計画や実施する事業の趣旨等と整合を図ること

④過去に造成された工業団地等未活用の土地を優先して活用すること
⑤事業者の具体的な立地ニーズや事業実現の見通しを確認すること

└改正農振法に基づく確保すべき農用地の面積目標等との整合を図る

└国土利用計画・土地利用基本計画、都市計画マスタープラン等

└地域未来投資促進法に基づく成田新産業特別促進区域基本計画 等

⇒産業導入地区の区域の設定に当たっては、まず、市町村の関係部局間に
おいて十分な調整を行った上で、県の関係部局と事前に調整を行い、その
結果を適切に実施計画に反映する。
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主な改正内容（農用地との土地利用調整）

産業導入地区の区域にやむを得ず農用地を含める場合には、以下の要件により土地
利用調整を行う。

①農用地区域外での開発を優先すること
市町村の区域内に、都市計画法に基づく市街化区域又は用途地域が存在する場合

には、これらの土地を優先的に産業導入地区の区域として設定する。
②周辺の土地の農業上の効率的な利用に支障が生じないようにすること

農用地において導入される産業の用に供する施設を整備することにより、土地の
農業上の効率的かつ総合的な利用に支障が生じる事態が起きないようにする。
③面積規模が最小限であること

産業導入地区の区域の面積が、事業者の立地ニーズを踏まえ、導入産業の用に供
するために必要最小限の面積にする。
④面的整備（区画整理、造成、埋立て又は干拓）を実施した農用地を含めないこと

面的整備を実施した農用地を、当該整備の工事が完了した年度の翌年度の初日か
ら起算して８年を経過していないものは、産業導入地区の区域に含めない。
⑤農地中間管理機構関連事業の取組に支障が生じないこと

農地中間管理機構関連事業を実施した農用地について、農地中間管理権の存続期
間中等については、産業導入地区の区域に含めない。
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主な改正内容（その他）

産業導入においては、事業者の急な撤退等の事態も想定されることか
ら、以下の規定を措置する。

①実施計画のフォローアップ

市町村は、実施計画に基づき農地転用を行った後に事業者が立
地を取りやめるようなことがないよう、取組の進捗状況や目標達成状況
を毎年フォローアップする。

②企業の撤退時のルール

やむを得ず事業者が撤退することとなった場合に跡地の迅速な有効
活用が可能となるよう、市町村が撤退時のルールについて実施計画に盛
り込み、事業者に同意を求める。
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今後のスケジュール

・改正案の県庁内・関係市町村への意見照会
・農政審議会への諮問
・パブリックコメント
・関係省庁との協議・同意
・基本計画の公表

〇令和７年度中の改定を目指して、作業を進める
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【参考】地域未来投資促進法との比較①

地域未来法農村産業法
比較
項目

地域の特性を生かして付加価値を創出し、地域の事業者に対して経
済的効果を及ぼすことにより地域経済を牽引する事業を促進する

農村地域への産業の導入を促進することにより、農業従事者の就
業機会を増大し、農業と導入産業の均衡ある発展を図る

目的

・地域の特性を生かすものであること
・高い付加価値を創出するものであること
・地域の事業者への経済的効果を有すること

・農村地域における農業従事者の安定した就業機会の確保に資する
こと
・土地利用調整により、農村地域における農地の集積・集約化が図
られること等、農業と導入産業との均衡ある発展が図れること。

対象
事業

土地利
用調整
の流れ

・農振法の農用地区域からの除外特例
 （農用地区域からの除外可・線的整備８年経過対象外）

・農地法の農地転用許可等の手続きに関する配慮
 （第１種農地等の農地転用可・４ha超農地の農林水産大臣協議不要）

農地に
関する
配慮

農村地域において、農業と産業のバランスを重視 地域全体の経済の成長と発展を促す

国 基本方針 国 基本方針

県 基本計画 県・市 基本計画

市 実施計画 市 土地利用調整計画

事業者 地域経済牽引事業計画

重点促進区域

産業導入地区 土地利用調整区域

国の同意

県の同意

国の同意

県の同意

県の同意

農振除外・農地転用

農振除外・農地転用

区域なし
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【参考】地域未来投資促進法との比較②

地域未来法農村産業法
比較
項目

・地域経済牽引事業に従って建物・機械等の設備投資を行う場合の
法人税等の特別償却又は税額控除
・地域経済牽引事業の実施に必要な土地・建物等に対する固定資産
税、不動産取得税の課税免除又は不均一課税

個人が産業用地に供するものとして農用地等を譲渡した場合の所得
税の特別控除

税制上
措置

・日本政策金融公庫による固定金利融資（事業の実施に必要な資
金）
・日本政策金融公庫による海外展開支援（海外子会社への貸付け・
信用状の発行）
・信用保証境界による債務保証
・中小企業投資育成株式会社からの出資
・食品等流通合理化促進機構による債務保証・資金のあっせん

日本政策金融公庫による低利融資
（３名以上の雇用創出効果が見込まれる設備投資を行う事業者に対
する当該設備を取得するための資金及び長期運転資金）

金融上
の措置

・工場立地法における環境施設面積率・緑地面積率の緩和
・市街化調整区域の開発許可の手続きに関する配慮
・地域団体商標の登録に関する特例措置
・財産処分の制限解除手続きのワンストップ化
・事業環境整備の提案
・事業承継に関する特例措置

特になし
規制上
の措置

各種予算事業（IT導入補助金やものづくり補助金等）における加点措
置・優遇措置

・農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策）
（農泊の推進など、地域資源を活用した産業の振興政策の実施）

予算上
の措置

各経済産業局、地方公共団体における相談対応
支援措置の活用を促進するため、地方公共団体、事業者等に
情報提供、相談等を行う窓口設置

その
他


